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懇
話
会
・
懇
談
会
の
市
民
委
員

　
い
ず
れ
も
選
考
方
法
は
書
類
選
考
。
応
募
書
類
は
非
公
開
、返
却
し
ま
せ
ん
。

選
考
結
果
は
応
募
者
本
人
に
通
知
し
ま
す
。
個
人
情
報
は
保
護
・
管
理
に
十
分

留
意
し
選
考
以
外
に
使
用
し
ま
せ
ん
。
提
出
書
類
に
虚
偽
の
記
載
が
認
め
ら
れ

た
場
合
は
、
委
員
就
任
後
で
あ
っ
て
も
委
嘱
を
取
り
消
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

■
や
ち
よ
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
懇
話
会
委
員

　
市
の
男
女
共
同
参
画
社
会
づ
く
り
に
つ
い
て
協
議
し
ま
す
。

　
▼
資
格　
市
内
在
住
の
成
人
で
、
年
１
回
程
度
、
平
日
昼
間
の
会
議
に
出
席

で
き
る
人
。
本
市
の
審
議
会
な
ど
の
委
員
を
５
つ
以
上
兼
ね
て
い
な
い
人　
▼
募

集
人
数　
５
人
（
う
ち
１
人
は
子
育
て
中
の
女
性
を
予
定
）　
▼
任
期　
27
年

10
月
１
日
か
ら
２
年
間　
▼
報
酬　
会
議
１
回
に
つ
き
６
０
０
０
円　
▼
応
募

方
法　
任
意
の
Ａ
４
サ
イ
ズ
の
用
紙
に
、
住
所
、
氏
名
（
フ
リ
ガ
ナ
）、
電
話

番
号
、年
齢
、性
別
、主
な
職
歴
と
現
在
の
職
業
、ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
男
女
共
同

参
画
に
関
す
る
活
動
経
歴
、応
募
の
理
由
を
書
き
、「
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す

る
た
め
に
必
要
な
こ
と
」と
題
し
た
８
０
０
字
程
度
の
作
文
を
添
付
し
て
、〒
２

７
６

－

０
０
３
３
八
千
代
台
南
１

－

11

－

６
男
女
共
同
参
画
課
へ
郵
送
、持
参
、

ま
た
は
メ
ー
ル
で

danjo@
city.yachiyo.chiba.jp

へ
。
８
月
17
日
㈪
必

着　
▼
問
い
合
わ
せ　
男
女
共
同
参
画
課

（
４
８
５
）
７
０
８
８

■
八
千
代
市
観
光
振
興
懇
談
会

　
観
光
振
興
を
推
進
す
る
た
め
、
観
光
資
源
の
発
掘
や
観
光
事
業
の
実
施
、
検

証
な
ど
を
行
い
ま
す
。

　
▼
資
格　
市
内
在
住
の
成
人
で
、
年
に
数
回
、
平
日
昼
間
の
会
議
に
出
席
で

き
る
人
。
本
市
の
審
議
会
な
ど
の
委
員
を
５
つ
以
上
兼
ね
て
い
な
い
人　
▼
募

集
人
数　
２
人　
▼
任
期　
27
年
10
月
１
日
か
ら
２
年
間　
▼
報
酬　
会
議

１
回
に
つ
き
７
０
０
０
円　
▼
応
募
方
法　
任
意
の
Ａ
４
サ
イ
ズ
の
用
紙
に
、

住
所
、
氏
名
（
フ
リ
ガ
ナ
）、
電
話
番
号
、
年
齢
、
性
別
、
主
な
職
歴
を
書
き
、

「
八
千
代
市
の
観
光
」
と
題
し
た
８
０
０
字
程
度
の
作
文
を
添
付
し
て
、
〒
２

７
６

－

８
５
０
１
市
役
所
産
業
政
策
課
観
光
推
進
室
（
４
８
４
）
８
８
２
４

へ
郵
送
、フ
ァ
ク
ス
、持
参
ま
た
は
メ
ー
ル
で 

sangyou2@
city.yachiyo.

chiba.jp

へ
。
８
月
17
日
㈪
必
着　
▼
問
い
合
わ
せ　
産
業
政
策
課
観
光
推
進

室

（
４
８
３
）
１
１
５
１

い
な
い
も
の
に
限
り
ま
す
。

■
標
語
作
品　
き
れ
い
な
選
挙
の
推
進
、棄
権
防
止
の
呼
び
掛
け
を
表
す
も
の
。

Ａ
４
版
以
下
程
度
の
紙
に
20
字
以
内
。
一
般
部
門
の
み
、は
が
き
で
の
応
募
可
。

１
人
２
点
以
内
、
自
作
で
他
に
応
募
し
て
い
な
い
も
の
に
限
り
ま
す
。

■
応
募
方
法　
ポ
ス
タ
ー
は
作
品
裏
の
右
下
に
、
標
語
は
作
品
の
左
下
に
次
の

項
目
を
記
入
し
、
９
月
11
日
㈮
ま
で
に
〒
２
７
６

－

８
５
０
１
市
選
挙
管
理
委

員
会
へ
郵
送
ま
た
は
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

【
小
・
中
・
高
校
の
各
部
門
】
学
校
名
、
学
年
、
氏
名
（
ふ
り
が
な
）

【
一
般
部
門
】
住
所
、
氏
名
（
ふ
り
が
な
）、
年
齢
、
電
話
番
号

　
入
賞
作
品
の
版
権
は
主
催
者
に
属
し
、
作
品
は
啓
発
活
動
な
ど
で
利
用
し
ま

す
。
そ
の
際
は
、
学
校
名
、
学
年
、
氏
名
を
公
表
し
ま
す
。
応
募
作
品
は
返
却

し
ま
せ
ん
。 

（
選
挙
管
理
委
員
会
）
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延べ面積削減率（％）

維持管理等の費用縮減分を
充当見込み額に上乗せ
35.5億円×36年＝1,278億円Ｂモデル将来費用総額

817億円　△27%

Ａモデル将来費用総額
564億円　△17%

公共建築物に係る充当見込み額　259億円

維持管理等の費用縮減分

充当見込み額

Ａモデル

Ｂモデル

費用はすべて36年間の総額を

示しています。

金
額
（
億
円
）

10年未満
14.7%

10～19年
6.7%

20～29年
11.0%

30～39年
28.1%

40年以上
39.5%

■図１　市内公共建築物の経過年数別延べ面積の
　　　　割合

Ａモデル：充当見込み額の設定と同様の一般財源の割合
を用いた場合
Ｂモデル：財政状況を考慮し、単独事業における地方債
や県支出金を見込まないと仮定した場合

区分

計画期間36年間における
将来費用
一般財源
相当分②
（億円）

充当見込
み額①
（億円）

不足額
②－①
（億円）

公共建築物
Ａモデル 564 259 305
Ｂモデル 817 259 558

公共土木施設
（インフラ） 453 94 359

プラント施設 253 36 217
下水道（雨水管） 342 7 335

■図２　充当見込み額と将来費用の比較

募
集

公共施設等総合管理計画を策定
　真に必要とされる公共サービスの提供を維
持・確保していくため、この度「八千代市公共
施設等総合管理計画～未来を見据えた最適な公
共サービスを目指して～」を策定しました。計
画書は市ホームページ、市役所情報公開室、図
書館で見ることができます。

計画策定の趣旨
　本市は、昭和 40 ～ 50 年代の急激な人口増加に
伴い、数多くの公共施設等を建設してきました（図
１）。現在、その多くは老朽化が進んでおり、
維持・更新などに多額の費用が必要となること

計画の進行管理
　本計画の進行管理にあたっては、当初６か年
で見直しを行い、その後は、市の将来都市像を
実現するための総合計画と連動して５か年ごと
の見直しを基本としています。
　また、本計画の実効性を高めるため、５か年
の事業を取りまとめたアクションプランを実施
計画として 27 年度に策定し、総合計画に位置づ
けるとともに、毎年度見直しを行います。
　なお、本計画の見直し時には、議会や市民と
の情報共有を図ります。

計画の概要
１　計画期間
　本市の公共施設等の修繕・更新などに係る将

来の費用は、およそ 20 年後にピークを迎え、35
年後に一旦収束すると見られます。このことか
ら、計画期間を 2015 年度から第７次総合計画期
間の終了が見込まれる2050年度までの36年間と
しました。
２　対象施設
　公共建築物だけでなく、道路・橋りょう・公園・
上下水道など、すべての公共施設等が対象です。
３　公共施設等の充当見込み額と将来費用の比較
　過去に公共施設等の修繕・更新などに充てて
きた費用に基づく「今後公共施設等に充当する
ことが見込まれる費用（以下、充当見込み額）」
①と「公共施設等に係る将来費用」②を試算。そ
の一般財源相当分を比較し、将来の公共施設等
の財政的な負担の見通しを分析しました。（図２）
４　公共建築物の延べ面積削減率の試算
　将来費用の約６割を占める公共建築物につい
て、一定の条件のもと、不足額を解消するため
に必要な、延べ面積の削減率を試算しました。
　その結果、延べ面積削減率はＡモデルで約
17％、Ｂモデルで約 27％となります。（図３）
５　公共施設等の保有・管理量に関する方針
　公共建築物は、図３の削減率を常に意識し、
今後の財政状況やサービス需要の変化に応じた、
最適な保有量を目指します。
　また、公共土木施設（インフラ）やプラント

が見込まれています。しかし、厳しい財政状況が
続く中、人口減少・少子高齢化の進行などによる
税収の減少や扶助費の増大が見込まれるなど、
財源の確保は、今後より一層困難になることが
予測されます。公共施設等の老朽化などによる
重大な事故も全国で発生しており、安全確保の
ためにも維持・更新が必要不可欠な状況です。
また、社会情勢の変化に伴う新たな公共サービ
スに対応する財源確保の必要もあります。こう
した状況を踏まえて、本計画は策定されました。

■図３　公共建築物の延べ面積削減率の試算


